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（ 仮称 ） 滑川市手話言語条例 （素案 ）  

 

ろ う者は、聞こえないために音声言語による意思疎通が難し く 、 また、周囲の人々

の手話への理解が十分でなかったため、日々の暮らしのなかで必要な情報が得られに

く く 、地域では孤立しがちでした。  

聞こえる人も 、 ろ う者をはじめとする聴覚に障害のある人について理解し 、交流す

る機会が少なかったため、お互いを十分にわかり合う こ とができませんでした。  

 言語は、お互いの気持ちを分かり合い、知識を豊かにし 、文化を創造する うえで不

可欠なものです。  

手話も 、音声を使わずに手指や体の動き 、表情を使い、独自の語彙と文法体系を持

って視覚的に表現する 、言語です。ろ う者は、物事を考え、意思疎通を図り 、社会活

動に参加し 、人間関係を育み、成長していくために手話を大切に使い続けてきまし

た。  

 平成18年に国連で採択された 「障害者の権利に関する条約 」や平成23年に改正され

た 「障害者基本法 」 において手話が言語であるこ とが明示されている今日、手話につ

いても 、その獲得や習得をはじめとする言語と しての処遇が求められていますが、い

まだ、社会において手話への理解や広がり を感じる状況にはあ り ません。  

 滑川市は、手話が言語である という認識に基づき 、手話への理解と広がり をもって、

市民が、聴覚に障害のある人がいるこ とを受けとめ、地域で支え合い、手話を使って

安心して元気に暮らすこ とのできる地域社会の実現をめざして、 この条例を制定しま

す。  

 

（ 目的 ）  

第１条  この条例は、手話への理解の促進及び手話の普及に関し 、基本理念を定め、  

市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らかにする と と もに、本市の手話に関す

る施策の基本となる事項を定めるこ とによ り 、手話に関する施策を総合的かつ計画

的に推進し 、 もってすべての市民が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する

こ とのできる地域社会の実現に寄与するこ とを目的とする 。  

 (基本理念 )  

第２条  手話への理解の促進及び手話の普及は、手話が言語である との認識に基づき  

、手話を必要とする人が、手話によ り意思疎通を円滑に図る権利を有し 、その権利

が尊重されるこ とを基本と して行われなければならない。  
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（ 市の責務 ）  

第３条  市は、前条の基本理念にのっと り 、市民の手話に対する理解を広げ、市民が 

手話を使いやすい環境が整備されるよ う 、手話に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するものとする 。  

（ 市民及び事業者の役割 ）  

第４条  市民及び事業者は、第２条の基本理念にのっと り 、手話への理解を深め、市 

が実施する手話に関する施策に協力するよ う努めるものとする 。  

２  事業者は、あらかじめ、ろ う者その他の聴覚に障害のある人が利用しやすいサー 

ビスを提供するよ う努めるものとする 。  

（ 施策の推進方針 ）  

第５条  市長は、手話に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための方針 （以下 

「 推進方針 」 とい う 。） を定めるものとする 。  

２  推進方針には、次の事項を定めるものとする 。  

 (1) 聴覚に障害のある人への理解の促進に関するこ と 。  

 (2) 手話への理解の促進及び手話の普及に関するこ と 。  

 (3) 手話によ り情報を取得する機会の拡大に関するこ と 。  

 (4) 手話通訳者等の確保や養成など 、意思疎通支援者に関するこ と 。  

  (5) 前４号に掲げるもののほか、第１条の目的を達成するために必要な事項 

３  推進方針は、市における障害者施策に関する他の計画と調和が保たれたものでな  

ければならない。  

４  市長は、推進方針を定める と と もに、手話に関する施策の推進状況を点検し 、及 

び評価をするための会議を設置する 。  

５  前項の会議の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める 。  

   (財政上の措置 )  

第６条  市は、手話に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講じるよ う  

努めなければならない。  

  （ 委任 ）  

第７条  この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める 。    

 

附  則   

   この条例は、平成   年   月   日から施行する 。  
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【 趣旨 】  

  この条例を制定する背景や、条例の目指すものを説明しています。  

手話は、音声言語と異なり 、手指や体の動き 、表情を使って視覚的に表現する  

言語であ り 、ろ う者が、社会に参加し 、人間関係を育むために大切に使い続けてき

たものです。  

国内外において手話が言語であるこ とが明示され、言語と しての処遇が求められ

ている今日においても 、いまだ、わたしたちの日々の生活において、手話への理解

や広がり を感じられる状況には至っていないのが現状です。  

手話が、ろ う者が大切に使いつづけてきた言語である との認識のも と 、手話の理

ろ う者は、聞こえないために音声言語による意思疎通が難し く 、 また 、周囲の

人々の手話への理解が十分でなかったため、日々の暮ら しのなかで必要な情報が

得られに く く 、地域では孤立しがちでした 。  

聞こえる人も 、 ろ う者をはじめとする聴覚に障害のある人について理解し 、交

流する機会が少なかったため、お互いを十分にわかり合う こ とができませんでし

た 。  

 言語は、お互いの気持ちを分かり合い、知識を豊かにし 、文化を創造する う え

で不可欠なものです。  

手話も 、音声を使わずに手指や体の動き 、表情を使い、独自の語彙と文法体系

を持って視覚的に表現する 、言語です。 ろ う者は、物事を考え 、意思疎通を図

り 、社会活動に参加し 、人間関係を育み、成長していくために手話を大切に使い

続けてきました 。  

 平成18年に国連で採択された 「 障害者の権利に関する条約 」 や平成23年に改正

された 「 障害者基本法 」 において手話が言語である こ とが明示されている今日、

手話についても 、その獲得や習得をはじめとする言語と しての処遇が求められて

いますが、いまだ、社会において手話への理解や広がり を感じる状況にはあ り ま

せん。  

 滑川市は、手話が言語である とい う認識に基づき 、手話への理解と広がり をも

って 、市民が、聴覚に障害のある人がいる こ と を受けとめ、地域で支え合い、手

話を使って安心して元気に暮らすこ とのできる地域社会の実現をめざして 、 この

条例を制定します。  
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解と普及を図るための施策を通じ 、手話を使って安心して暮らすこ とができる地域

社会の実現をめざしてこの条例を制定するものです。  

 

第１条関係 （ 条例の目的 ）  

 

 

 

 

 

 

 

【 趣旨 】  

この条例を制定する目的を定めています。  

この条例は、手話への理解や普及に関する基本理念や、市の責務、市民 （市民全般

を指します 。） 及び事業者 （商業その他の事業を行う者で、法人 ・ 非法人、営利 ・非

営利を問いません 。） の役割を定めるものであ り 、今後、市が手話に関する施策を推

進するにあたっての基本と位置づけられるものです。  

 

第２条関係 （ 施策の推進に際しての基本理念 ）  

 

 

 

 

 

【 趣旨 】  

この条例の基本理念を定めています。  

 この条例によ り推進していく各種の施策は、手話が、ろ う者が大切に使い続けてき

た言語である との認識のも と 、手話を必要とする人々が、手話によ り意思疎通を図る

権利を有し 、尊重されなければならないこ とを基本と して実施される必要があるこ と

を規定しています。  

 「 手話を必要とする人々 」 とは、意思疎通の手段と して手話を用いる人々全般を指

すもので、聴覚に障害を持つかど うか、障害者手帳を持つかど うかは問いません。  

 （ 目的 ）  

第１条  この条例は、手話への理解の促進及び手話の普及に関し 、基本理念を定

め、市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らかにする と と もに 、本市の手

話に関する施策の基本となる事項を定める こ とによ り 、手話に関する施策を総

合的かつ計画的に推進し 、 もってすべての市民が相互に人格と個性を尊重し合

いながら共生する こ とのできる地域社会の実現に寄与する こ と を目的とする 。  

 

 （ 基本理念 ）  

第２条  手話への理解の促進及び手話の普及は、手話が言語である との認識に基

づき 、手話を必要とする人が、手話によ り意思疎通を円滑に図る権利を有し 、

その権利が尊重される こ と を基本と して行われなければならない。  
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 また 、 ろ う者をはじめとする聴覚に障害を持つ人のほか、その周りでと もに生活す

る聞こえる人、 き こえない ・ き こえにくい子やその保護者なども含むものであ り 、市

は、 これらの人々に対して本条の基本理念の具体化が図られるよ う 、各種の施策を実

施するこ とを規定しています。  

 

第３条関係 （市の責務 ）  

 

（ 目的 ）  

 (基本理念 )  

 

 

【 趣旨 】  

手話に関する施策を推進していく う えでの市の責務を定めています。  

市は、手話やろ う者をはじめとする聴覚に障害のある人に対する理解を深め、市民

全般が手話を使いやすい環境を構築するための施策を総合的かつ計画的に実施し 、聴

覚に障害のある人と聞こえる人がと もに助け合い元気にく らすまちづく り を推進して

いく ものであるこ とを規定しています。  

 

第４条 （ 市民及び事業者の役割 ）  

 

 

 

 

 

 

【 趣旨 】  

この条例の目的を実現するために、市民及び事業者が果たすべき役割について定め

ています。  

第１項は、市民や事業者には、市が実施する施策への協力を通じて 、手話やろ う者

をはじめとする聴覚に障害のある人への理解を深める と と もに、聴覚に障害のある人

と聞こえる人がと もに助け合い元気にく らすまちづく りに参加する こ とを求めていま

す。  

 （ 市の責務 ）  

第３条  市は、前条の基本理念にのっ と り 、市民の手話に対する理解を広げ、市

民が手話を使いやすい環境が整備されるよ う 、手話に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するものとする 。  

 

 （ 市民及び事業者の役割 ）  

第４条  市民及び事業者は、第２条の基本理念にのっ と り 、手話への理解を深

め、市が実施する手話に関する施策に協力するよ う努める ものとする 。  

２  事業者は、あらかじめ、 ろ う者その他の聴覚に障害のある人が利用しやすい

サービスを提供するよ う努める ものとする 。  
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第２項は、事業者が、ろ う者をはじめとする聴覚に障害のある人に何らかのサービ

スを提供する場合において、障害者差別解消法 （平成25年法律第65号 ）第８条第２項

に規定する意思の表明の有無を問わず、日ごろから 、サービスを提供する際の合理的

配慮に努めるこ とを求めています。  

なお、障害者から意思の表明があった場合には、民間事業者であっても 、 「 障害の

ある人の人権を尊重し県民皆が共にいきいき と輝く富山県づく り条例 （ 平成26年富山

県条例第77号）」によ り合理的配慮の義務が生じるこ とに留意が必要です。  

また、障害者が働きやすい環境を整備するなど 、障害者の雇用における合理的配慮

については、 「 障害者の雇用等の促進に関する法律 （昭和35年法律第 123号）」によ り

義務づけられているこ とにも併せて留意が必要です。  

 

【 参 考 】  

○ 障 害 の あ る 人 の 人 権 を 尊 重 し 県 民 皆 が 共 に い き い き と 輝 く 富 山 県 づ く り 条 例  

第 ８ 条  略  

２  何 人 も 、 障 害 の あ る 人 か ら 現 に 社 会 的 障 壁 の 除 去 を 必 要 と し て い る 旨 の 意 思 の

表 明 （ 障 害 の あ る 人 の 保 護 者 、 後 見 人 そ の 他 の 関 係 者 が 当 該 障 害 の あ る 人 の 代 理

と し て 行 っ た も の 及 び こ れ ら の 者 が 当 該 障 害 の あ る 人 の 補 佐 人 と し て 行 っ た 補 佐

に 係 る も の を 含 む 。） が あ っ た 場 合 に お い て 、 そ の 実 施 に 伴 う 負 担 が 過 重 で な い と

き は 、 障 害 の あ る 人 の 権 利 利 益 を 侵 害 す る こ と と な ら な い よ う 、 当 該 障 害 の あ る

人 の 性 別 、 年 齢 及 び 障 害 の 状 態 に 応 じ て 、 社 会 的 障 壁 の 除 去 の 実 施 に つ い て 必 要

か つ 合 理 的 な 配 慮 を し な け れ ば な ら な い 。  

３  略  

 

○ 障 害 者 の 雇 用 等 の 促 進 に 関 す る 法 律  

  （ 雇 用 の 分 野 に お け る 障 害 者 と 障 害 者 で な い 者 と の 均 等 な 機 会 の 確 保 等 を 図 る た

め の 措 置 ）   

第 36 条 の ２  事 業 主 は 、 労 働 者 の 募 集 及 び 採 用 に つ い て 、 障 害 者 と 障 害 者 で な い 者

と の 均 等 な 機 会 の 確 保 の 支 障 と な つ て い る 事 情 を 改 善 す る た め 、 労 働 者 の 募 集 及

び 採 用 に 当 た り 障 害 者 か ら の 申 出 に よ り 当 該 障 害 者 の 障 害 の 特 性 に 配 慮 し た 必 要

な 措 置 を 講 じ な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 事 業 主 に 対 し て 過 重 な 負 担 を 及 ぼ す こ

と と な る と き は 、 こ の 限 り で な い 。   

第 36 条 の ３  事 業 主 は 、 障 害 者 で あ る 労 働 者 に つ い て 、 障 害 者 で な い 労 働 者 と の 均

等 な 待 遇 の 確 保 又 は 障 害 者 で あ る 労 働 者 の 有 す る 能 力 の 有 効 な 発 揮 の 支 障 と な つ

て い る 事 情 を 改 善 す る た め 、 そ の 雇 用 す る 障 害 者 で あ る 労 働 者 の 障 害 の 特 性 に 配

慮 し た 職 務 の 円 滑 な 遂 行 に 必 要 な 施 設 の 整 備 、 援 助 を 行 う 者 の 配 置 そ の 他 の 必 要

な 措 置 を 講 じ な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 事 業 主 に 対 し て 過 重 な 負 担 を 及 ぼ す こ

と と な る と き は 、 こ の 限 り で な い 。   
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第５条関係 （施策の推進方針及び附属機関の設置 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 趣旨 】  

【 趣旨 】  

市が推進する施策の方針について定めています。  

市は、手話に関する施策の推進方針を定め、その方針に基づき手話に関する施策を

総合的かつ計画的に推進していきます。  

推進方針では、推進すべき施策の方針と して ４つの事項 （第２項第１号～第４号 ）

を掲げ、今後、 これに沿った具体的な施策 （例えば、聴覚に障害を持つ人への理解の

促進、手話への理解及び普及、手話による情報取得の拡大、手話通訳者等 （手話奉仕

員、要約筆記者などを含む ） の確保や養成のための施策など ） を順次、実施していき

ます。 （ 第１項～第３項 ）  

また、市だけでな く 、聴覚に障害を持つ当事者や事業者などの関係者との協働によ

り施策を推進していくため、推進方針の策定 ・変更や実施すべき施策の検討、施策の

進捗状況の点検などを行う会議を設置します。 （ 第４項 ・ 第５項 ）  

 

 

 

 

 （ 施策の推進方針 ）  

第５条  市長は、手話に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための方針

（ 以下 「 推進方針 」 とい う 。） を定めるものとする 。  

２  推進方針には、次の事項を定める ものとする 。  

 (1) 聴覚に障害のある人への理解の促進に関する こ と 。  

 (2) 手話への理解の促進及び手話の普及に関する こ と 。  

 (3) 手話によ り情報を取得する機会の拡大に関する こ と 。  

 (4) 手話通訳者等の確保や養成など 、意思疎通支援者に関する こ と 。  

  (5) 前４号に掲げるもののほか、第１条の目的を達成するために必要な事項 

３  推進方針は、市における障害者施策に関する他の計画と調和が保たれたもの

でなければならない。  

４  市長は、推進方針を定める と と もに、手話に関する施策の推進状況を点検

し 、及び評価をするための会議を設置する 。  

５  前項の会議の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める 。  
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第６条 （ 財政上の措置 ）  

 

 

 

【 趣旨 】  

市が、今後、各種の施策を推進していく う えで必要となる財政上の措置を講じるよ

う努める義務があるこ とを定めています。  

 

第７条 （ 詳細に関する委任及び施行日 ）  

 

 

 

 

 

【 趣旨 】  

 この条例を運用するにあた り必要となる詳細な事項については、市長が規則などで

別に定めるこ と と します。 （ 第７条 ）  

 また 、条例の施行は平成29年４月を予定しています。 （ 附則 ）  

第６条  市は、手話に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講じる

よ う努めなければならない。  

第７条  この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める 。    

 

附  則   

この条例は、平成   年   月   日から施行する 。  

 


